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論　文　の　内　容　の　要　旨

　多くの先進国では，各学校に通学区を設定することで，生徒の通学距離や通学時間を最小限に抑える配慮

がなされている。しかし，イランではいまだ通学区が設定されておらず，生徒が就学する学校の選択は，そ

の両親に委ねられている。両親は明確な選択基準もないままに，自らの手で様々な条件を考慮しつつ学校を

選ばねばならない。なかには，市外や地域外の学校を選択するケースもみられる。本研究では，任意の学校

選択がもたらした，通学区内における生徒の居住地分布の偏りを明らかにするとともに，イランの生徒の長

距離・長時間通学の現状を把握し，長距離・長時間通学が生徒にもたらす危険性を解明した。研究対象地域

は，イラン北部の都市，ラシト市における公立女子中高等学校である。

　生徒の通学手段や距離をはじめとする各種資料を入手するため，任意に抽出した 5 つの公立女子中高等学

校に，計 �,27� 枚のアンケート用紙を配布し，9�9 枚を回収した。アンケート結果から，�）家からの近接性，

2）公共交通機関への学校のアクセス，3）学校の施設充実度，4）学校の評判，および 5）通学時の安全性，の

5 つが学校を選択する上で重要な指標となっていることが明らかとなった。なかでも，学校の評判（38.7％）

と家からの近接性（32.8％）が高い値を示した。両親は自分の子供のニーズに最も適した学校を選択する傾

向が見受けられる。

　ラシト市における調査では，任意の学校選択が基本となる現行のシステムのために長距離・長時間通学を

強いられている生徒がめだった。彼女達の多くは，通学時間削減のために公共交通機関や自家用車を使用し

ている。調査を実施した学校では，全体の 59.5％の生徒が通学時に何らかの交通機関を利用していた。

　最適な通学区を設定し，保護者が学校を選択する上での有効な指針を提示することで，子供達の通学事情

の改善が可能となる。理想的な通学区を設定するには，通学時間と距離の削減と，最寄りの学校への子供達

の再配置が必要である。そこで本研究では，乗法加重ボロノイ分析（MWVD）を実施して各世帯から学校

までの移動距離が最小となる境界線を設定した。公立女子中高等学校は，長距離通学による影響が最も大き
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いと考えられる学校である。研究対象の学校に設定された区域の外から通う生徒数は各校平均で 65％にも

達する。このことが，ラシト市における公立女子中高等学校の生徒の長距離通学を誘発している。

　本研究の分析から，最適な通学区を設定することで生徒の通学時間・距離を大幅に削減できることが解明

できた。乗法加重ボロノイ分析によって設定された通学区を採用することにより，ラシト市の生徒の多くは

自動車通学の必要性がなくなり，徒歩を中心とした快適な通学が実現できる。生徒の大半は自宅から徒歩圏

内の学校へ再配置される。43 校ある公立女子中高等学校のうち 28 校では，学区内の全校生徒の通学距離は

�.7km 以内に収まった。残りの �5 校に関しては，自宅から学校までの距離が �.7km を上回る生徒が依然と

して存在するため，無料通学バスの運行などの措置が必要であることも明らかになった。

審　査　の　結　果　の　要　旨

　本論文は，次の点で高いオリジナリティが認められる。第一に，実証分析により，通学区が設定されてい

ない発展途上国の地方都市における通学圏の現状を明らかにしたことである。長距離，長時間通学を強いら

れる生徒がかなりの数にのぼることをみいだすとともに，その要因を定量的に解明したことは評価できる。

　フィールドワークに加え，�,300 枚近いアンケート用紙を配布し通学行動を探っており，結果の信憑性は

極めて高い。

　第二に，乗法加重ボロノイ法を援用することにより，学校の受け入れ可能生徒数を考慮して最適学区を導

きだし，通学する学校や通学手段を変更することによって，ほとんどの生徒が徒歩で通学可能になることを

明らかにした点である。管見する限り，乗法加重ボロノイ法を学区に関する実証研究に適用した例はまだみ

られない。規模は一定という仮定の下に圏域を設定する従来のボロノイ法では，学校によって収容生徒数が

異なるという問題に対処できず，この点において乗法加重ボロノイ法は現状を的確に反映できるきわめて有

効な方法である。

　本研究の成果は，行政サービス圏や医療圏などの分析にも応用可能であり，後背地研究に新たな知見をも

たらすものと考えられる。さらに，都市計画や地域政策の研究に新たな地平を切りひらくことが期待され，

以上のことから，この研究は学位論文として十分な価値があると判断できる。

　よって，著者は博士（理学）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。




